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4 2016（平成28年）

国　税／�3月分源泉所得税の納付� 4月11日
国　税／�2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 5月2日
国　税／�8月決算法人の中間申告� 5月2日
国　税／�5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合）� 5月2日
地方税／�給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

� 4月15日
地方税／�固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

� 市町村の条例で定める日（原則4月中）
地方税／�土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

� 4月1日〜4月20日
�または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／�軽自動車税の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）

労　務／�労働者死傷病報告（休業4日未満：1月〜3月分）
� 5月2日

　従来、従業者による職務上の発明の特許を
受ける権利は発明者に帰属していましたが、
本年４月からは使用者が従業者に対して予め
職務発明規程等に基づいて帰属の意思表示を
した場合には、権利は発明が生まれたときか
ら使用者に帰属します。一方、従業者には、
相当の利益を受ける権利があります。

ワンポイント 職務発明制度の見直し

4 月 の 税 務 と 労 務4月 （卯月）APRIL

29日・昭和の日
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４月号─2

　

企
業
の
設
備
投
資
に
つ
い
て
、
製

造
業
・
非
製
造
業
な
ど
国
内
の
設
備

投
資
動
向
や
研
究
開
発
費
、
人
手
不

足
へ
の
対
応
、
海
外
の
設
備
投
資
動

向
は
ど
う
な
っ
て
い
る
の
で
し
ょ
う

か
。
日
本
政
策
投
資
銀
行
の
調
査
を

基
に
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

Ⅰ　

国
内
設
備
投
資
動
向

　

二
〇
一
四
年
度
の
国
内
設
備
投
資

動
向
（
実
績
）
は
、
六
・
三
％
増
で
三

年
連
続
の
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。

製
造
業
で
は
電
気
機
械
や
一
般
機
械

な
ど
が
減
少
し
た
も
の
の
、自
動
車
、

化
学
、
鉄
鋼
な
ど
が
増
加
し
、
全
体

で
は
三・
七
％
増
と
二
年
振
り
で
増
加

に
転
じ
て
い
ま
す
。
非
製
造
業
は
、

不
動
産
や
運
輸
な
ど
が
牽
引
し
、
七
・

五
％
増
と
三
年
連
続
で
増
加
し
て
い

ま
す
。

　

二
〇
一
五
年
度
の
国
内
設
備
投
資

動
向（
計
画
）は
、
全
産
業
で
一
三・
九

％
増
、
製
造
業
は
二
四
・二
％
増
、
非

製
造
業
は
八
・
七
％
増
と
い
ず
れ
も

増
加
し
、
非
製
造
業
は
堅
調
に
推
移

す
る
と
と
も
に
製
造
業
が
牽
引
し
て

全
産
業
で
は
四
年
連
続
で
増
加
と
な

る
見
込
み
で
す
。

　

以
下
、
二
〇
一
五
年
度
の
具
体
的

な
動
向
を
見
て
い
き
ま
す
。

■
製
造
業
の
設
備
投
資
動
向
①

　

製
造
業
で
は
、
電
気
機
械
や
自

動
車
、
一
般
機
械
が
牽
引
し
、
鉄

鋼
以
外
の
主
要
業
種
は
す
べ
て
増

加
し
て
い
ま
す
。

　

電
気
機
械
は
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ

ン
や
車
載
向
け
の
半
導
体
、
デ
ィ

ス
プ
レ
イ
な
ど
が
増
加
す
る
ほ
か
、

デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
新
設
な
ど
で
大

幅
増
と
な
る
予
定
で
す
。

　

自
動
車
で
は
、
完
成
車
、
自
動

車
部
品
と
も
エ
コ
カ
ー
関
連
を
中

心
と
し
た
新
製
品
・
製
品
高
度
化

分
野
が
牽
引
し
ま
す
。

■
製
造
業
の
設
備
投
資
動
向
②

　

部
材
・
中
間
材
や
資
本
材
な
ど

の
分
野
で
の
投
資
が
拡
が
り
ま
す
。

　

最
終
材
で
は
航
空
機
や
ス
マ
ー

ト
フ
ォ
ン
な
ど
、
海
外
の
企
業
が

国
際
市
場
で
大
き
な
シ
ェ
ア
を
有

す
る
品
目
が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

最
終
材
の
生
産
に
不
可
欠
な
素

材
・
部
材
や
、
中
間
材
・
資
本
材

の
分
野
で
の
競
争
力
は
高
く
な
っ

て
い
ま
す
。

　

新
興
国
の
経
済
発
展
に
よ
り
、

世
界
的
な
航
空
機
や
エ
コ
カ
ー
、

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
な
ど
の
需
要
拡

大
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
動
き
は
、
部
品
や
部

材
を
生
産
す
る
日
本
の
製
造
業
の

需
要
拡
大
や
円
安
に
よ
る
コ
ス
ト

競
争
力
の
改
善
も
相
ま
っ
て
、
設

備
投
資
の
増
加
に
結
び
つ
い
て
い

ま
す
。

■
非
製
造
業
の
設
備
投
資
動
向
①

　

非
製
造
業
で
は
、電
力
・
ガ
ス
、

運
輸
、
不
動
産
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ

関
連
の
投
資
が
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

鉄
道
の
高
速
化
・
首
都
圏
鉄
道

関
連
、
高
速
道
路
の
整
備
、
航
空

機
や
船
舶
関
連
の
投
資
の
ほ
か
、

競
争
力
向
上
・
多
様
化
に
伴
う
商

業
施
設
や
物
流
施
設
へ
の
投
資
が

継
続
し
て
い
ま
す
。

　

都
心
部
を
中
心
と
し
た
開
発
物

件
も
増
加
が
続
い
て
い
ま
す
。

■
非
製
造
業
の
設
備
投
資
動
向
②

　

電
力
安
定
供
給
や
鉄
道
の
安
全

対
策
、
高
速
化
関
連
の
ほ
か
、
都

心
部
を
中
心
と
し
た
不
動
産
開
発

物
件
な
ど
が
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

消
費
の
多
様
化
に
対
応
し
た
投

資
や
二
〇
二
〇
年
の
東
京
五
輪
も

見
据
え
た
イ
ン
フ
ラ
関
連
投
資
な

ど
が
非
製
造
業
の
設
備
投
資
を
牽

引
し
て
い
ま
す
。

　

都
心
部
に
お
け
る
圏
央
道
の
整

備
で
圏
央
道
周
辺
に
物
流
施
設
や

工
場
建
設
の
動
き
が
激
し
く
、
物

件
自
体
が
不
足
し
て
き
て
い
ま
す
。

Ⅱ　

製
造
業
の
設
備
投
資
動
機

　

製
造
業
の
設
備
投
資
動
機
で
は「
維

持
・
補
修
」
の
ウ
ェ
イ
ト
が
最
も
高

い
も
の
の
、
二
〇
一
五
年
度
計
画
で

は
前
年
と
比
べ
て
低
下
す
る
見
込
み

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
「
能
力
増
強
」
も
低
下
す
る
見
通
し

で
、
生
産
設
備
の
増
加
に
対
し
て
は

慎
重
姿
勢
が
続
い
て
い
ま
す
が
、
新

製
品
・
製
品
の
高
度
化
や
研
究
開
発

と
い
っ
た
前
向
き
な
設
備
投
資
の
割

合
が
上
昇
す
る
見
通
し
で
す
。

　

製
造
業
の
概
ね
七
割
の
企
業
は
、

企業の
設備投資

動向
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必
要
な
維
持
・
更
新
投
資
を
実
施
し
、

競
争
力
や
生
産
性
を
維
持
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
加
工
型
業
種
、
素
材
型

業
種
と
も
に
二
割
の
企
業
が
、
今
後

更
新
投
資
の
増
額
を
必
要
と
し
て
お

り
、
潜
在
的
な
設
備
投
資
意
欲
が
あ

る
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
一
方
で
、
廃
止
・
縮
小
が
必

要
だ
と
す
る
企
業
は
一
割
弱
と
な
っ

て
い
ま
す
。

Ⅲ　

人
手
不
足
の
状
況

　

人
員
不
足
感
は
業
種
に
よ
り
差
が

見
ら
れ
ま
す
が
、
足
元
の
不
足
感
よ

り
も
将
来
、
人
員
確
保
が
で
き
な
く

な
る
こ
と
を
懸
念
し
て
い
ま
す
。

　

中
堅
企
業
の
場
合
、業
種
別
で
は
、

建
設
業
や
運
輸
、
サ
ー
ビ
ス
、
卸
・

小
売
で
雇
用
の
不
足
感
が
高
く
な
っ

て
い
ま
す
（
上
図
参
照
）。

■
人
手
不
足
へ
の
対
応

　

雇
用
拡
大
に
よ
る
対
応
で
は
、

外
国
人
よ
り
も
女
性
や
高
齢
者
の

雇
用
を
優
先
す
る
姿
勢
が
見
ら
れ

ま
す
。

　

待
遇
改
善
と
と
も
に
、
残
業
や

シ
フ
ト
変
更
と
い
っ
た
現
行
人
員

で
の
対
処
を
掲
げ
る
企
業
も
多
く

な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
省
力
化
投
資
に
よ
る
対

応
も
、
今
後
の
対
応
策
と
し
て
、

特
に
製
造
業
に
お
い
て
大
き
な
ウ

ェ
イ
ト
を
占
め
て
い
ま
す
。

Ⅳ　

研
究
開
発
費

　

設
備
投
資
と
同
様
に
研
究
開
発
費

も
伸
び
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

　

二
〇
一
五
年
度
の
研
究
開
発
費（
計

画
）
は
、
全
産
業
で
六・
〇
％
増
、
主

要
業
種
で
は
輸
送
用
機
械
六
・
二
％

増
、
電
気
機
械
六
・
五
％
増
な
ど
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

輸
送
用
機
械
で
は
、
次
世
代
自
動

車
の
開
発
の
ほ
か
、
安
全
技
術
や
環

境
技
術
な
ど
に
注
力
し
て
い
ま
す
。

電
気
機
械
で
は
、
業
績
回
復
に
伴
い

中
核
と
な
る
事
業
や
成
長
分
野
に
お

け
る
研
究
開
発
を
推
進
す
る
動
き
が

あ
り
ま
す
。

Ⅴ　

情
報
化
投
資

　

情
報
化
投
資
も
高
い
伸
び
を
示
し

て
い
ま
す
。

　

二
〇
一
五
年
度
の
情
報
化
投
資（
計

画
）
は
、
全
産
業
で
一
八・七
％
増
、
う

ち
製
造
業
は
一
九・
七
％
増
、
非
製
造

業
で
一
七
・
八
％
増
。

　

卸
・
小
売
な
ど
非
製
造
業
で
は
、

顧
客
サ
ー
ビ
ス
の
拡
充
の
た
め
に
情

報
化
投
資
を
積
極
的
に
行
っ
て
お
り
、

設
備
投
資
計
画
と
比
べ
て
伸
び
率
も

高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

Ⅵ　

海
外
設
備
投
資
動
向

　

二
〇
一
五
年
度
の
海
外
設
備
投
資

（
計
画
）は
、
全
産
業
で
五・八
％
増
と

見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　

製
造
業
で
は
、
自
動
車
の
投
資
が

落
ち
つ
く
も
の
の
、
一
般
機
械
や
化

学
、
電
気
機
械
の
増
加
に
よ
り
、
プ

ラ
ス
の
計
画
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

非
製
造
業
で
は
、
不
動
産
や
小
売

業
に
よ
る
海
外
展
開
が
牽
引
し
、
六

年
連
続
で
増
加
す
る
予
定
で
す
。

Ⅶ　

成
長
市
場
へ
の
取
組
み

　

国
内
の
成
長
市
場
に
つ
い
て
は
、

製
造
業
で
は
次
世
代
自
動
車
関
連
、

医
療
・
健
康
な
ど
、非
製
造
業
で
は
、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

海
外
市
場
で
は
、
製
造
業
は
国
内

と
同
様
に
次
世
代
自
動
車
関
連
、
非

製
造
業
で
は
イ
ン
フ
ラ
関
連
に
注
力

す
る
企
業
が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
海
外
進
出
で
は
、
中
国
の

経
済
低
迷
や
人
件
費
高
騰
な
ど
で
イ

ン
ド
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
タ
イ
、
フ

ィ
リ
ピ
ン
な
ど
に
進
出
す
る
企
業
が

増
え
て
い
ま
す
。

人手不足の状況（中堅企業）

■現在は確保でき
　ているが、将来、
　確保できなくな
　る懸念がある

（有効回答社数比%）

■確保
　できていない

■確保
　できている

（1504 社）（297社）（126社）（314社）（262社）（952社）（93社） （95社） （85社）

100
90
80
70
60
50
40
30
20
10
0

非
製
造
業

卸
売
・
小
売

建
設

運
輸

サ
ー
ビ
ス

製
造
業

化
学

電
気
機
械

輸
送
用
機
械
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問　私はマンション管理組合の理事をして
います。理事長から第３者管理者管理に
ついて聞かれたのですが、これは何のこ
とでしょうか。

答　現在、マンション管理は、大半が区分
所有者の中から選出された理事長が区分
所有法上の管理者となって運営していま
す。

　　近年、所有者の高齢化・賃貸化や、建
物の大規模化等による技術的高度専門化
により、区分所有者の中からでは管理者
を選任するのが難しくなってきています。
そこで、外部の専門家を管理者に就任さ
せることができないか、ということが検
討されているのです。

　　区分所有者でない第３者が管理者にな
るということで、第３者管理者（以下「第
３者管理」）と呼ばれています。

問　区分所有者でない者を理事長＝管理者

にするのは規約違反になると思うのです
が。
答　理事長＝管理者としているのは規約上
だけであり、法律上の制限ではありませ
ん。
　　それらを考慮して、国土交通省が作成
している標準管理規約の改訂作業が進め
られています。これまでにも一部では規
約により第３者管理を導入しているマン
ションもありましたが、管理会社が管理
者になるなどの例で、工事発注に際して
利益相反行為などの問題が生じています。
　　そこで、第３者管理の適正なルール作
りを国交省が進めているのです。
問　どのような専門家が第３者管理になる
のですか。
答　弁護士、税理士、司法書士、マンショ
ン管理士などが考えられています。それ
ぞれに一長一短があって、どれも十分と
はいえません。いずれにしても、マンシ
ョン管理分野での研修を行う等の強化等
さまざまな対策の必要があります。

　50代以上の男女に何歳からが「老人」だ
と思うか聞いたところ、「70歳から」とい
う回答が62.5％でトップでした。
　回答者の年代別では、50代では70.5％
と７割を超えるものの、60代は61.5％、
70代以上は51.8％、という結果です。逆
に、「80歳から」という回答は70代以上で
は39.2％と約４割で、60代の29.3％、
50代の16.2％を上回りました。
　そして、年齢を重ねた人への呼称のうち、
許容できるものを聞いたところ、「シニア」
71.2％、「おじいさん・おばあさん」23.3％、
「シルバー」13.6％、「エルダー」7.8％、「お
年寄り」4.9％となりました。
　また、自分の「見た目年齢」は「実年齢」
より「５〜 20歳以上若い」とする回答が多
く、自身の年齢は「まだ老人ではない」と
いう意識が強いのでしょう。

〈出所「シニアの年齢意識に関する調査」（ゆ
こゆこ）より〉

　
中
小
企
業
の
中
に
は
「
成
果
を
あ

げ
る
」
に
は
、「
が
ん
ば
っ
て
い
る
」

こ
と
を
強
調
し
す
ぎ
る
と
こ
ろ
も
あ

り
ま
す
。

　「
が
ん
ば
り
」
は
と
も
す
る
と
、

長
時
間
労
働
で
残
業
代
を
稼
ぐ
社
風

へ
と
繋
が
り
ま
す
。

　
そ
の
よ
う
な
社
風
の
意
識
改
革
の

提
案
と
し
て
、

イ
　
残
業
は
事
前
申
請
に
す
る

ロ
　
何
曜
日
は
「
ノ
ー
残
業
デ
ー
の

日
」
と
決
め
、
そ
の
日
は
日
直
に

よ
る
ア
ナ
ウ
ン
ス
を
行
う

ハ
　
バ
ー
ス
デ
ー
休
暇
を
強
制
し
仕

事
の
段
取
り
を
つ
け
る
習
慣
を
つ

け
る

ニ
　
有
給
休
暇
の
消
化
促
進
を
行
う

こ
と
に
よ
り
、
効
率
を
あ
げ
る
こ

と
の
環
境
づ
く
り
を
す
る

ホ
　
休
日
出
勤
は
振
替
休
日
に
代
え

る
（
一
定
の
条
件
が
あ
り
ま
す
）

　
一
方
、
給
与
水
準
の
引
上
げ
や
退

職
金
制
度
の
創
設
と
い
っ
た
、
よ
り

一
層
の
企
業
努
力
も
求
め
ら
れ
ま
す
。

マンションの第３者管理者とは

「老人」と思うのは70歳から〝
が
ん
ば
り
〟
に
つ
い
て


